
[事案 24-161] 契約無効・既払込保険料返還請求  

・平成 25年 8月 23日  和解成立 

＜事案の概要＞ 

 募集代理店（乗合代理店）から虚偽の説明を受けたこと等を理由に、契約を取り消し、

既払込保険料を返還することを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 平成 24年 7月、募集代理店を介して変額保険（終身型）を締結したが、以下のとおり、

本契約は虚偽の説明等により契約させられたものであり、保険業法 300条 1項 1号および

金融商品取引法 40条 1号違反であることから、契約を取り消し、既払込保険料を返還して

ほしい。 

(1)募集人は、「銀行預金より利子が付く保険商品である」として、貯蓄性を強調し、リス

クを説明しなかった。 

(2)「投資信託は、経験もなく、興味もない」「損するなら入らない」と募集人に伝えたと

ころ、「実際にはマイナスにはならないので大丈夫」と説明された。特別勘定繰入比率

は、募集人が決めた。 

(3)「意向確認書」については、募集人から何ら説明を受けないまま、指示されるとおりに

該当箇所に○印をつけた。 

(4)「重要事項説明書（注意喚起情報）」、「重要事項説明書（契約概要）」による重要事項の

説明も全く受けておらず、「重要事項説明書（契約概要）」については、交付もされてい

ない。本契約以前に行った妻の契約時に私も同席していたため、私の契約時には重要事

項の説明を省略された。 

＜保険会社の主張＞ 

 以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)募集人は、申立人から死亡保障等を目的にした保険加入の相談を受けたため、他社の保

険を含む複数の保険を提案しており、最終的に、申立人が自ら本契約を選択し加入した。 

(2)提案にあたっては、パンフレットおよび当社所定の「設計書」のグラフや運用実績例表

を用いて説明を行い、本商品には運用リスクがある旨説明した。 

(3)特別勘定繰入比率については、申立人から「（契約後も）運用対象を変更できるのであ

れば、現時点では（募集人から）提示された運用対象で良い」とされたことから、運用

対象を組み合わせ、リスク分散を行う方法で選択した特別勘定繰入比率を申立人に示し

たところ、申立人は内容を確認のうえ決定した。 

(4)申込手続の際、「ご契約のしおり・約款」「特別勘定のしおり」「重要事項説明書（注意

喚起情報）」「重要事項説明書（契約概要）」を交付し、説明している。 

＜裁定の概要＞ 

裁定審査会では、当事者から提出された申立書、答弁書等の書面および申立人、募集人

の事情聴取の内容にもとづき審理を行った。審理の結果、以下のとおり、本件は和解によ



り解決を図るのが相当であると判断し、指定（外国）生命保険紛争解決機関「業務規程」第

34条 1項にもとづき、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、同意が得ら

れたので、和解契約書の締結をもって解決した。 

1. 申立人の主張の法的整理 

 申立人は、保険業法 300 条 1項 1号、金融商品取引法 40条 1号違反を理由に契約の取

消しと、既払込保険料の返還を求めているが、上記各法は契約の無効および取消しの根

拠とはならない。したがって、募集人の誤説明により申立人が契約内容を誤解して契約

を締結したという、不法行為にもとづく損害賠償請求と判断する。 

2. 不法行為の成立の可否 

(1)当事者双方の事情聴取の結果、および提出された各証拠を検討しても、募集人が明ら

かに虚偽の説明をしたと認めるべき証拠を見出すことはできない。 

(2)また、募集人が説明のために使用した「設計書」には、説明に用いられたと認められ

る図表に隣接して、「この保険は特別勘定の運用実績により保険金額・解約返戻金が

変動します。したがって（中略）保険金額は上下し、一定ではありません」と記載さ

れ、また基本保険金の項目には、「死亡・高度障害のときにこの保険金は最低保証し

ます」との記載があり、それ以外には最低保証の記載はないことから、解約の場合の

返戻金には最低保証がないことが明らかである。したがって、一般的には、説明に用

いられた文書と明らかに異なる内容の説明をすることは考えられないことから、申立

人の主張を認定することは困難である。 

(3)申立人は、適合性原則に違反すると主張するが、どの点で適合性に欠けるか具体的な

主張をしておらず、また、申立人の年齢、職業、事情聴取での応答その他からは適合

性に反する事実を見出すことはできない。 

(4)以上のとおり、本件では不法行為を構成するような説明義務違反の事実を認定するま

でには至らないことから、申立人の主張は認められない。 

3. 和解勧告の理由 

 当審査会の判断は以上のとおりであるが、当事者双方の事情聴取等の結果、本募集行

為には以下の問題がある。 

  (1)申立人には、貯蓄性のある保険に加入するニーズがあり、これは募集人も認めている

が、「意向確認書」の「お客さまの保険に対するニーズ」の欄において、「死亡したと

きの保障」や「がん・三大疾病・介護の保障」には○が記載されているものの、「貯蓄」

には○が記載されておらず、意向確認が適切に行われたか疑問がある。 

  (2)事情聴取において、募集人は、「設計書」のような簡単な文書でポイントのみ説明した

としているが、変額保険のような複雑な商品をパンフレットも用いず、簡単な文書と

口頭による説明のみで理解させることは困難であり、募集行為が適切であったか疑問

がある。 

  (3)本契約の申込みの際に、募集人は 5回あるいは 6回の説明を行い（申立人の妻に対す



る説明も含む）、1回あたり 1時間以上の時間を費やしているが、同時に 9個の保険契

約を提案し、その結果、3つの契約の申込みを受けており、各契約について申立人が十

分に納得できるだけの説明を行ったことには疑問がある。また、申立人は申し込んだ 3

つの契約中、疑問を持った契約については保険料の払込みをせずに申込みを不成立と

させ、本契約についても契約後、失効させている点から考えても、本申込みが申立人

のニーズを十分に踏まえたものでない可能性がある。 

  (4)事情聴取において、募集人は、本商品の理解が十分でない事実が認められ、適切かつ

十分な説明がなされたか疑問がある。 

  (5)一方で、申立人においても、十分な検討時間があったにもかかわらず、不用意に自分

の意思に合致しない契約を締結した点については重大な過失がある。 

 


